
これから、政策８ー２、地域外交の深化と通商の実践のうち、（１）地域外
交の推進、（２）世界の様々な国・地域との多様な交流について説明いたし
ます。

お手元に施策調書を御用意して視聴をお願いします。
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まず１ページを御覧ください。

本施策は、「世界の様々な国・地域と【実のある外交を展開し、本県の存在
感を高めること」、「教育、文化、経済、スポーツ、観光等の様々な分野で
交流人口を拡大すること」、「県民の国際協力ボランティアへの参加を促し、
世界で活躍する人材を育成すること」を目標に掲げています。

この目標を達成するため、活動指標を設定し、
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施策の進捗度の管理として活動指標を設定しています。
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次に２ページを御覧ください。

本施策では、「人をつくり、富をつくり、平和を築く地域外交の展開」と
「社会変容を踏まえた地域外交の展開」のふたつの視点から、平和を築く
ための善隣外交を基本として、幅広い分野の交流促進の他、コロナ禍によっ
てもたらされた社会変容を踏まえた、オンラインを活用した外交を実施して
います。
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次に３ページを御覧ください。

現状・課題と県の施策について、御説明します。

現状と対応すべき課題は、「自立した相互の信頼関係を築く地域レベルの国
際交流・国際協力である地域外交」と、「富士山静岡空港の活用と友好提携
先等との関係強化を通じた、幅広い分野での交流促進」です。

県は、「人をつくり、富をつくり、平和を築く地域外交の展開」という視点
で、本県の地域外交の展開を示す「静岡県地域外交基本方針」の策定や、重
点6カ国・地域との、相互にメリットのある交流の展開を実施しています。
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１、静岡県地域外交基本方針について御説明します。

地域外交の展開に当たり、「重点的取組」、「重点国・地域」、「推進体
制」の３つの視点から戦略方針を整理し、実効性のある地域外交を実現する
ための方針です。
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重点的取組として、「人をつくり、富をつくり、平和を築く地域外交の展
開」をもとにして、交流の促進などを実施しています。
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次に４ページを御覧ください。

富士山静岡空港の就航先など、本県と強い関係のある、中国、韓国、モンゴ
ル、台湾、東南アジア・インド、米国の６つの国や地域を、重点国・地域と
しています。
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推進の体制としては、関係各所と連携を図り、通商推進プロジェクトチーム
による部局横断的な取り組みや、地域外交を担う人材の育成、海外駐在員事
務所を核としたネットワーク機能の強化を進めています。
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次に、５ページを御覧ください。

友好協定締結先については、「中国・浙江省」、「韓国・忠清南道」、「モ
ンゴル・ドルノゴビ県」と締結しています。
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海外駐在員事務所は、「東南アジア」、「中国」、「韓国」、「台湾」に設
置されています。
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次に６ページを御覧ください。

５、地域外交を通じた交流の拡大について御説明します。

表を御覧ください。

2011年度を基準として、2019年度までにどれだけ交流の拡大があったか、
様々な指標で検証しています。
外国人留学生数、県内大学と海外大学との協定締結数など、着実に成果が上
がってきています。
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６、ふじのくにの魅力の向上と発信について御説明します。

表を御覧ください。
2013年の富士山世界文化遺産登録を皮切りに、本県の多くの世界クラスの資
源が顕在化しています。
これらの資源を最大限に活用し、世界に向けて発信しています。
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次に７ページを御覧ください。

現状と対応すべき課題の二つ目は、「新型コロナウィルス感染症の影響をう
け、対面による交流は中止や延期を余儀なくされていること」、「重点６か
国・地域を中心とした関係の維持・強化のため、社会変容に対応した外交を
推進すること」です。

県では、「社会変容を踏まえた地域外交の展開」という視点で、コロナ禍に
おける対面とオンラインの併用による「ツイン外交」や、海外駐在員事務所
の積極的活用などを実施します。
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１、新型コロナウィルスの世界的な感染拡大の状況について説明します。

表とグラフを御覧ください。
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世界における新型コロナウィルスの感染者は依然として増加傾向にあり、日
本においても、同様に増加傾向です。
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次に８ページを御覧ください。

２，新型コロナウィルスの感染拡大による各国・地域との往来制限について
御説明します。
日本は、外国人の新規入国の原則停止や検疫強化などを実施している一方で、
外国は日本に対し、95か国・地域で入国制限を行うなどの対策がとられてい
ます。
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３、出入国者数について、御説明します。

2020年の延べ入国者数は、前年比15.6％、外国人に限れば、13.8％となって
います。

2020年の延べ出国者数は、前年比15.4％、外国人に限れば15.1％となってい
ます。

出入国ともに大幅に減っていることが分かります。
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４、静岡県における宿泊者数について御説明します。

静岡県の2020年の延べ宿泊者数は、前年度比57.4％、外国人に限れば、10.
４％となっています。
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次に９ページを御覧ください。

５、富士山静岡空港の国際線直行便の路線数については、2020年度は前年度
の半分以下となり、全便が欠航となっています。

６，県内企業の海外への新規展開事業者数については、2019年は前年の３分
の１以下となっています。
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７、海外修学旅行を実施した公立高校の割合についても減少傾向です。

８、県内高等教育機関から海外への留学生数については、ほぼ横ばいです。

なお2020年が集計中の項目については、大幅な減少が予想されています。

現状と対応すべき課題については、以上です。
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次に10ページを御覧ください。

ここでは、施策に関する県と市町、民間等との役割分担について説明します。

県は、重点６か国・地域との交流、外務省及び日本の在外公館との連携、オ
ンライン併用の「ツイン外交」等を実施しています。

市町は、県との連携により各市町の状況に応じた地域外交と、市民への国際
交流に関する広報を実施しています。

民間等は、青少年の交流や地域における国際化、企業間交流や販路拡大、外
国人観光客の取り込みをおこなっています。
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次に11ページを御覧ください。

それでは、主な取組について説明します。

国際的に存在感のある地域となるため、６つの重点国・地域を中心に、相互
にメリットのある交流を推進しています。
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取組事例について説明します。

幅広い分野での交流を促進するために、県産品の輸出拡大や、海外展開を図
る企業への支援、スポーツ交流や航空路線活用による観光交流促進を実施し
ています。
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これまで、海外技術研修員の受入やブラジル青少年派遣により、青少年の相
互理解の促進などの成果が得られました。
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次に12ページを御覧ください。

ビジネス商談会の開催や輸出商談会への出展支援などにより、県産農林水産
物の新規輸出成約件数の増加などの成果がありました。
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そのほか、オリンピック・パラリンピックのホストタウン及びキャンプの誘
致や、海外航空会社や船社へのセールス活動を実施し、富士山静岡空港を発
着する海外路線の増加による交流の拡大や、スポーツを通じた交流の促進な
どの成果がありました。
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次に13ページを御覧ください。

重点６か国・地域との交流についてです。
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中国との交流では、

浙江省との関係強化による、富士山静岡空港を発着する浙江省の航空路線の
増加などの成果が得られました。
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韓国との交流では、朝鮮通信使記念茶会など、交流支援を通じた民間相互の
継続交流などの成果が得られました。
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次に14ページを御覧ください。

モンゴルとの交流では、研修事業を通じたモンゴル国の発展への貢献と交流
人材の育成などの成果が得られました。
また、将来本県で介護士等を目指す学生の育成研修を行うなど、本県の人材
不足を解消するための端緒をつかむことができました。
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台湾との交流では、マラソンやサイクリングなどを通じた相互交流人口の拡
大などの成果が得られました。行政間の防災交流も毎年実施しています。
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東南アジア・インドとの交流では、研修員の受け入れや、高度人材と県内中
小企業のマッチング会などを通じて、本県企業の人材不足解消などの成果が
得られました。
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次に15ページを御覧ください。

米国との交流では、日米カウンシル知事会議等による企業展開支援のほか、
茶の機能性に関するＰＲによる静岡茶の輸出拡大などの成果が得られました。
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次に16ページを御覧ください。

主な取組の二つ目です。

コロナ禍によってもたらされた社会変容に対応した柔軟な交流と、重点６か
国・地域との交流維持・発展のために、コロナ禍及びコロナ後を見据えた交
流促進を実施しています。
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取組事例を紹介します。

地域外交は信頼関係を構築する「対面」による交流が基本ですが、現在はオ
ンラインも積極的に活用しています。
また、これまで構築した独自のネットワークの活用による本県情報の海外へ
の発信や、海外駐在員事務所の積極的な活用によるＰＲ活動を実施していま
す。

具体的には、対面とオンラインを併用した「ツイン外交」の実施や、海外展
開企業やインバウンド受入の観光事業者等に最新情報を「地域外交チャンネ
ル」で配信しています。

そのほか、「海外駐在員トピックス臨時版」の発行による世界の特色ある新
型コロナ対策の紹介や、オンライン商談会に参加する県内企業の支援などを
実施しています。
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次に、17ページを御覧ください。

ツイン外交の実施として、知事と海外関係者との対談において、台湾や中国、
インドネシアとの交流にオンラインを活用しました。
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また、オンライン交流事業として、モンゴルとの研修や人材育成、Ｋ－ＰＯ
Ｐをテーマとした韓国との青少年交流などを実施しました。
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次に18ページを御覧ください。

県民や県内企業に有益な情報については、積極的に報道提供するとともに、
地域外交チャンネルの開設や、海外駐在員トピックスの発行、海外向け静岡
県ＰＲ動画の公開など、様々な手法で情報提供を実施しました。
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また、海外駐在員事務所においては、様々な活動をしています。

中国駐在員事務所では、地域の魅力発信事業として、ちびまる子ちゃんラン
ドの生中継による観光施設や県産品のＰＲなどを実施しました。

韓国駐在員事務所では、県産わさびの販路拡大として、チェジュ航空の無着
陸飛行の機内でのＰＲなどを実施しました。
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次に19ページを御確認ください。

台湾駐在員事務所では、富士山周遊チャーターでの本県ＰＲとして、チャイ
ナエアラインと連携し、機内での県産品活用やＰＲ動画の上映などを実施し
ました。

東南アジア駐在員事務所では、利き酒コラボプロジェクトとして、北海道、
石川県とともに利き酒セットの販売などを実施しました。

41



次に20ページを御覧ください。

人口減少や少子高齢化を踏まえ、地域外交の新たな展開として、外国人材や
外資系企業等の海外の活力取り込みが重要と考えられます。

このため、首都圏在住外国人を対象にしたオンラインタウンミーティングの
開催や、高度外国人材を対象としたテレワーク体験事業の実施、国内のコ
ワーキングスペースを活用した交流の芽の発掘を実施しています。
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令和２年度は、事前に選考した首都圏在住外国人材を対象に、モデレーター
によるインタビューを通じて、参加者の本県に対する本園を引き出す
「フォーカス・グループ・インタビュー」などを実施しました。

取組については以上です。
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次に21ページを御覧ください。
最後に、主要事業についてです。これらの事業により、施策を進めています。

施策についての説明は以上になります。
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御視聴ありがとうございました。

施策レビューでは、参加いただく皆様に、御担当いただく施策に関して連想
するキーワード等を事前にお伺いしています。

キーワードを３つ、「意見提出シート」に記載いただき、返信用封筒で御返
送くださるようお願いいたします。

説明は以上になります。御視聴ありがとうございました。
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